
　地震はもとより、台風や集中豪雨による風水害など、災害はいつ起こるか分かりません。

　大規模な災害が発生した場合は、市民一人ひとりの力（自助）、地域で助け合う力（共
助）、そして行政の力（公助）の連携が欠かせません。

　青梅市では、災害による被害から、市民の生命、身体、財産および尊厳を守り、被害を最
小限にするため、「市民」「事業者」「市」それぞれの責務と備えを明確にし、一体となっ
て災害対策に取り組めるよう「青梅市防災基本条例」を制定いたしました。

⻘梅市防災基本条例（概要版）

　基　本　理　念
◎市民・事業者・市は、「自助」「共助」「公助」の考え方にもとづき、それぞ
れの責務と備えを果たすとともに、互いに連携・協力して災害対策に取り組まな
ければならない。

◎市民・事業者・市は、地域特性を踏まえ、災害時要配慮者等の多様な主体の視
点を反映するとともに、被害を最小限にとどめるために災害対策に取り組まなけ
ればならない。

◎市民・事業者・市は、防災に関する知識・技術を習得し、災害対応力を高め、
助け合いの考えを広めるとともに、常に時代の変化に合わせ、これらを継承して
いかなければならない。



　第１章　総則

≪第１条　目的≫
「市民」「事業者」「市」の責務と備えを明らかにし、「市民
の生命・身体・財産・尊厳を守ること」を目的としています。
≪第２条　定義≫
「災害」「防災」「市民」などの用語の意義について規定
しています。

≪第３条　基本理念≫
「市民」「事象者」「市」が、連携・協力して災害対策に取
り組むことや知識・技術を習得し、継承していくことについ
て規定しています。

≪第４条　地域防災計画への反映≫
第３条の基本理念について、青梅市地域防災計画に反映させ
ることを規定しています。

　第２章　責務

≪第５条　市民の責務≫

「市民」「事業者」「市」のそれぞれの「責務」について、
規定しています。

　第３章　予防対策

≪第８条　市民の備え≫

「市民」「事業者」「市」のそれぞれの「備え」について、
規定しています。

　第４章　災害に強い地域づくり

≪第１１条　自主防災活動≫
市民の自主防災活動への参加、人材の育成、防災活動への協力に
ついて規定しています。

≪第１２条　ボランティア等の活動推進≫
ボランティア活動の普及啓発・ボランティアセンターの整備、迅
速な情報の発信等について規定しています。

≪第１３条　災害時要配慮者への支援≫
避難行動や避難生活に関する情報の提供や福祉避難所の開設・運
営に伴う協力体制の整備について規定しています。

≪第１４条　市民、自主防災組織および事業者の災害応急対策≫
「自助」「共助」の力を最大限活用し、災害応急対策にあたるこ
とについて規定しています。

　第５章　災害応急対策

≪第１５条　市の災害応急対策≫
避難所等の開設・物資の補充や関係機関と連携・協力することに
ついて規定しています。

　第６章　復旧復興対策

≪第１６条　復旧復興対策≫
市は、関係機関と連携して復旧復興対策に取り組むこと、「市民」
「事業者」等はそれに協力することについて規定しています

　第７章　他の地方公共団体等との協定

≪第１７条　他の地方公共団体等との協定≫
他の地方公共団体や事業者と協定を締結しておくことなどに
ついて規定しております。

≪第６条　事業者の責務≫

≪第７条　市の責務≫

≪第９条　事業者の備え≫
≪第１０条　市の備え≫



責 務 市

市民

◎知識・技術の習得 
◎近隣同士の良好な
　関係の形成

◎災害対策への協力

◎施設等の安全管理

◎帰宅困難者対策・周知

◎事業活動の継続・再開
 ◎研修、訓練等の実施 

 ◎災害対策への協力

◎予防・応急・
　復旧復興対策の実施 
◎情報の提供・共有 
◎自主防災組織の支援・
　市民・事業者の
　災害対策の推進

市
事業者

◎情報入手手段の確保 
◎食品・水の確保 
◎設備等の固定 
◎事業継続計画の
　策定・検証 
◎ 防災訓練の実施

◎情報の収集・共有等 
◎物資の充実、
　供給・輸送体制の確立
◎施設の安全性の確保 
◎避難所等の指定
◎人材の育成・防災教育 
◎防災訓練の実施　　　　
 　　　　　　  etc...
 

etc...

市民

◎情報入手手段の確保 
◎避難所等の確認 
◎食品・水等の確保 
◎非常持出品等の準備 
◎家具等の固定 
◎防災訓練への参加 

etc...

備 え

市 民 ・ 事 業 者 ・ 市 の 責 務 と 備 え

事業者


